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掛川市長 松井 三郎 様

掛川市行財政改革審議会

会長 田中 啓

駅前東街区再開発事業、支所・公共施設機能、補助金・委託料に関する提言

掛川市行財政改革審議会は、「簡素で効率的かつ効果的な行財政運営を推進」し、「市民参

加型の都市経営の実現に資する」（「掛川市行財政改革審議会条例」）ことを目的として、平成

21 年 11 月に設置された。

本審議会では、設置当初より「行財政改革は市が主体的に実施すべき」との立場から、掛

川市が行財政改革の方針・計画を策定し、それらに基づいて自主的に行財政改革を実行する

ことを求めてきた。一方、行財政改革の全てを行政任せとするのではなく、重要な事項につ

いては、本審議会が独自に調査・審議を行ってきた。

本年度は、審議会が独自に調査・審議すべき対象として「駅前東街区再開発事業のあり方」

「支所・公共施設機能の見直し」「補助金・委託料の見直し」の３つの事項を選定した。これ

らはいずれも市民にとって重要性が高く、しかもその検討においては、市民や民間の視点を

欠かすことができないからである。

これらの事項の審議に当たっては、審議会を３つの分科会に再編成し、各分科会が１つず

つの事項を担当することとした。昨年９月以来、各分科会は精力的に会合、担当課ヒアリン

グ、現地調査等を行い、担当する事項についての検討を進めてきた。

この度、各分科会の検討結果が出揃い、第 10 回掛川市行財政改革審議会（平成 22 年 12

月 16 日開催）において、全ての内容が報告・了承された。そこで、それらの検討結果を本審

議会の提言として取りまとめ、ここに答申する次第である。掛川市におかれては、本提言に

示された意見や提案内容を十分に理解・尊重し、今後の行財政運営にできる限り反映してい

かれるよう強く要望する。

記

１．駅前東街区再開発事業の検討結論（分科会Ａ）

２．支所・公共施設に関する検討結論（分科会Ｂ）

３．補助金・委託料の見直しに関する検討結論（分科会Ｃ）
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駅前東街区再開発事業の検討結論
新病院建設計画に対する検討状況
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1 検討方針
掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

(1)(1)市の行革目標市の行革目標

①将来負担額①将来負担額 1010年後に年後に732732億円（現在億円（現在871871億円）億円）
②経常収支比率②経常収支比率 〃〃 8383％以下（現在％以下（現在89.189.1％）％）
③将来負担比率③将来負担比率 〃〃 130130％以下（現在％以下（現在152.2152.2％）％）

※※（（ ）内の数値は、２２年度見込み数値）内の数値は、２２年度見込み数値

(2)(2)検討の基本方針検討の基本方針

全国的に成功事例が少なく、その成否によっては将来の財政全国的に成功事例が少なく、その成否によっては将来の財政
運営に大きな影響を及ぼすことが懸念される「駅前東街区再開運営に大きな影響を及ぼすことが懸念される「駅前東街区再開
発事業」について、発事業」について、

・市の行革目標の達成に寄与するかどうか？・市の行革目標の達成に寄与するかどうか？
・安心・安全な事業計画であるかどうか？・安心・安全な事業計画であるかどうか？
・市民の税金が無駄にならないかどうか？・市民の税金が無駄にならないかどうか？

事業計画、経営計画及び公共床の必要性について、検討を事業計画、経営計画及び公共床の必要性について、検討を
行い、結論をまとめることとした。行い、結論をまとめることとした。

１



(1)(1)第第11回分科会回分科会 99月月2929日（水）日（水）
市担当課ヒアリング（都市整備課）市担当課ヒアリング（都市整備課）

・計画策定に関する調査研究の状況・計画策定に関する調査研究の状況
・市の市街地活性化への投資に関する考え方・市の市街地活性化への投資に関する考え方

2 検討経過
掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

(2)(2)第第22回分科会回分科会 1010月月1313日（水）日（水）
市担当課ヒアリング（都市整備課）市担当課ヒアリング（都市整備課）

・事業計画・経営計画策定の考え方、市の事業への関わり方・事業計画・経営計画策定の考え方、市の事業への関わり方
・特定業務代行者の関わり方（リスク分担など）・特定業務代行者の関わり方（リスク分担など）
・地権者法人「弥栄（いやさか）かけがわ㈱」の役割・地権者法人「弥栄（いやさか）かけがわ㈱」の役割

(3)(3)第第33回分科会回分科会 1010月月2727日（水）日（水）
①市担当課ヒアリング（都市整備課）①市担当課ヒアリング（都市整備課）

・他市の先行事例の現状や問題点の整理・他市の先行事例の現状や問題点の整理

②弥栄かけがわ㈱代表者との意見交換②弥栄かけがわ㈱代表者との意見交換
・商業床の企画（地元生鮮食材などの中小テナント集積案）・商業床の企画（地元生鮮食材などの中小テナント集積案）

２



(4)(4)勉強会勉強会 1111月月88日（月）日（月）
市担当課ヒアリング（都市整備課）市担当課ヒアリング（都市整備課）

・事業計画、経営計画策定の考え方について・事業計画、経営計画策定の考え方について

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

(5)(5)第第44回分科会回分科会 1111月月99日（火）日（火）
市担当課ヒアリング（企画調整課）市担当課ヒアリング（企画調整課）

・公共床設置の必要性について・公共床設置の必要性について

(6)(6)第第55回分科会回分科会 1111月月1919日（金）日（金）
市担当課ヒアリング（企画調整課、病院事務局）市担当課ヒアリング（企画調整課、病院事務局）

・新病院建設事業基本計画に関する質疑応答・新病院建設事業基本計画に関する質疑応答
（基本計画等に関する情報公開を趣旨として実施）（基本計画等に関する情報公開を趣旨として実施）

主な意見主な意見
・収支見込は、厳しい見込みが必要。（病床利用率など）・収支見込は、厳しい見込みが必要。（病床利用率など）
・病院の赤字補填額は、一般会計で明確に。・病院の赤字補填額は、一般会計で明確に。
・医師、看護士の確保に万全を。・医師、看護士の確保に万全を。

３



(7)(7)現地視察現地視察 1212月月66日（月）日（月）
磐田市「天平のまち」・「リベーラ磐田」磐田市「天平のまち」・「リベーラ磐田」
沼津市「イーラ沼津市「イーラdede」、浜松市「ザザシティ」」、浜松市「ザザシティ」

①視察内容①視察内容
・事業経過、計画及び施設概要について・事業経過、計画及び施設概要について
・経営計画、状況及び改善内容について・経営計画、状況及び改善内容について
・上記における留意事項について・上記における留意事項について

②視察結果②視察結果
決算報告書や経営改善計画が開示されるとともに、決算報告書や経営改善計画が開示されるとともに、これまでこれまで

の実績をもとにした本音の説明の実績をもとにした本音の説明を受けた。を受けた。
後に続く本市（組合）が事業計画・経営計画を策定する際、後に続く本市（組合）が事業計画・経営計画を策定する際、

また、計画の是非を判断する際に留意すべき事項が確認できた。また、計画の是非を判断する際に留意すべき事項が確認できた。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

４



3 再確認すべき事項

(2)(2)リスクの高い事業には、特に慎重な判断を要するリスクの高い事業には、特に慎重な判断を要する

・ビル建設への市補助金・ビル建設への市補助金 予定額予定額 44億億55千万円千万円
・公共床の取得費・公共床の取得費 約約55億億33百万円百万円 合計合計 約約99億億55千千33百万円百万円

市は、ビル完成後の経営に関与しない。ゆえに、経営破綻した場合に市は、ビル完成後の経営に関与しない。ゆえに、経営破綻した場合に
は巨額の税金（９億５千３百万円）が帰ってこない。損益分岐点を見極は巨額の税金（９億５千３百万円）が帰ってこない。損益分岐点を見極
めた経営計画が必要であり、着手するか否かの市の判断も慎重を要する。めた経営計画が必要であり、着手するか否かの市の判断も慎重を要する。

(1)(1)行革を進める上で必要なこと行革を進める上で必要なこと

国、地方ともに財政難にあえいでいる。本市でも例外でない。昨今の国、地方ともに財政難にあえいでいる。本市でも例外でない。昨今の
低迷する経済情勢や、先行き不透明な地方財政制度の中で、如何にリス低迷する経済情勢や、先行き不透明な地方財政制度の中で、如何にリス
クを回避し、将来の財政負担を軽減するか、クを回避し、将来の財政負担を軽減するか、危機意識危機意識が必要。が必要。

(3)(3)市の態度市の態度

市は、「安心・安全」な事業計画として確認できるまで、市は、「安心・安全」な事業計画として確認できるまで、事業着手の事業着手の
GOGOサインサインは出さない。は出さない。
（大型商業テナントとして予定していた「バロー」、「パシオス」が（大型商業テナントとして予定していた「バロー」、「パシオス」が

出店を見送り。）出店を見送り。）

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

５



4 再開発準備組合で検討中の計画内容

(1)(1)施行者等施行者等
①施行者①施行者 掛川駅前東街区市街地再開発組合掛川駅前東街区市街地再開発組合

②権利者②権利者 1717人（個人人（個人1111人、法人人、法人55社、掛川市）社、掛川市）
③事業区域③事業区域 9,0009,000㎡（約㎡（約2,7232,723坪）坪）

(2)(2)施設計画（施設計画（2121年度末時点）年度末時点）
①延べ床面積①延べ床面積 23,03923,039㎡（約㎡（約6,9696,969坪）坪）

（内訳）（内訳） 南棟南棟44階建て階建て 13,75813,758㎡（約㎡（約4,1624,162坪）坪）
北棟北棟1313階建て階建て 9,2819,281㎡（約㎡（約2,8072,807坪、マンション坪、マンション7777戸）戸）

②商業施設②商業施設 約約4,5004,500㎡（約㎡（約1,3611,361坪）坪）
③公益施設③公益施設 約約1,0001,000㎡（約㎡（約 303303坪）坪）
④駐車場④駐車場 320320台（住宅用台（住宅用7777台、一般用台、一般用243243台）台）

(3)(3)５つの検討会（５つの検討会（WGWG）の検討内容）の検討内容

①ホルダ①ホルダWGWG 「資金調達、経営シミュレーション」「資金調達、経営シミュレーション」
②商業企画②商業企画WGWG 「地場産品の販売と飲食を中心とした交流広場」「地場産品の販売と飲食を中心とした交流広場」
③駐車場③駐車場WGWG 「駐車場必要台数、料金、運営方法」「駐車場必要台数、料金、運営方法」

④意匠・環境④意匠・環境WGWG 「建築デザインなど」「建築デザインなど」
⑤公益施設⑤公益施設WGWG 「公共床の活用策」（市の検討結果を「公共床の活用策」（市の検討結果をWGWGで検討）で検討）

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

６



5 課題の指摘

現在、再開発準備組合から事業計画及び経営計画が未提出である。ゆ現在、再開発準備組合から事業計画及び経営計画が未提出である。ゆ
えに、他市の先行事例の視察結果などから課題を指摘する。えに、他市の先行事例の視察結果などから課題を指摘する。

(1)(1)建設時の資金調達について建設時の資金調達について
①先行き不透明な補助制度の下で、確実に①先行き不透明な補助制度の下で、確実に補助金が確保補助金が確保できるか。できるか。
②銀行融資は確実か。②銀行融資は確実か。利率と償還年数の見込み利率と償還年数の見込みは適切か。は適切か。
③保留床処分計画額の③保留床処分計画額の変動への対策変動への対策はどうか。はどうか。
④保留床が④保留床が100100％処分できると判断するのは、リスクが高い。％処分できると判断するのは、リスクが高い。

◆参考資料「資金計画」◆参考資料「資金計画」 ※※掛川市の数値は掛川市の数値は2121年度末時点年度末時点 （単位：万円）（単位：万円）

区区 分分 掛川市掛川市 磐田市磐田市 沼津市沼津市

国・県・市補助金国・県・市補助金 135,000135,000 95,00095,000 716,700716,700

保留床処分金保留床処分金 201,000201,000 633,200633,200
335,000335,000

組合自己資金組合自己資金 94,00094,000 －－

合合 計計 470,000470,000 390,000390,000 1,349,9001,349,900

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

※注意
沼津市の国県市補助

金には、道路管理者負
担金（公管金）を含む。
補助金387,500万円
公管金329,200万円

７



◆参考資料「駐車場計画」◆参考資料「駐車場計画」 ※※掛川市の数値は掛川市の数値は2121年度末時点年度末時点

区区 分分 掛川市掛川市 磐田市磐田市 沼津市沼津市

施設概要施設概要 商業床商業床4,5004,500㎡㎡ 地下地下11階、地上階、地上1414階階 地下１階、地上地下１階、地上2020階階
（約（約1,3611,361坪）坪）

公共床公共床1,0001,000㎡㎡ マンションマンション5656戸戸 マンションマンション104104戸戸
（約（約303303坪）坪）

マンションマンション7777戸戸

駐車場台数駐車場台数 320320台台 144144台台 343343台台

一般・住宅一般・住宅 243243台・台・7777台台 8888台・台・5656台台 238238台・台・105105台台

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

(2)(2)駐車場計画について駐車場計画について

①平面駐車場の利用率が、そのまま①平面駐車場の利用率が、そのまま立体駐車場の利用率にならない。立体駐車場の利用率にならない。
（沼津市では、平面⇒立体で利用率が（沼津市では、平面⇒立体で利用率が33分の分の11程度に下落。）程度に下落。）

②人件費、固定資産税、管理費、修繕費などの②人件費、固定資産税、管理費、修繕費などの支出の見込み方支出の見込み方は適切か。は適切か。
③③時間貸し以外の利用促進戦略時間貸し以外の利用促進戦略を立てているか。を立てているか。
④安定した収入が期待できるだけの、④安定した収入が期待できるだけの、集客力あるテナントや公益施設集客力あるテナントや公益施設があるがある

のか。街なか全体に魅力・ニーズがなければ経営が困難と思われる。のか。街なか全体に魅力・ニーズがなければ経営が困難と思われる。

８



(3)(3)経営計画（収支シミュレーション）について経営計画（収支シミュレーション）について
①減価償却費を含めて、①減価償却費を含めて、損益分岐点損益分岐点はしっかり見極められているか。はしっかり見極められているか。

②借入金の返済可能額は、②借入金の返済可能額は、純利益＋減価償却費純利益＋減価償却費であるから、これらであるから、これら
がしっかりと見込めているか。がしっかりと見込めているか。

③借入金の額が巨額であると、経営の資金繰りは大変厳しくなるの③借入金の額が巨額であると、経営の資金繰りは大変厳しくなるの
で、で、借入金の限度額借入金の限度額は慎重に検討されているか。は慎重に検討されているか。

④弥栄かけがわ㈱の資本金はどの程度か。④弥栄かけがわ㈱の資本金はどの程度か。税法上の控除の有無税法上の控除の有無につにつ

いても検討が必要。いても検討が必要。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

◆参考資料「資本金等」◆参考資料「資本金等」

掛川市掛川市 運営会社運営会社 ：弥栄かけがわ㈱：弥栄かけがわ㈱
資本金資本金 ：各：各1010万円出資万円出資 ※※設立設立 平成平成2222年年1010月月1313日日

磐田市磐田市 運営会社運営会社 ：株式会社サンセブン：株式会社サンセブン

資本金資本金 ：：99千千88百万円百万円 ※※ビルオープン平成ビルオープン平成1515年年

沼津市沼津市 運営会社運営会社 ：沼津まちづくり会社：沼津まちづくり会社

資本金資本金 ：：2323億円億円 ※※ビルオープン平成ビルオープン平成2020年年

９



(4)(4)テナント計画（商業床）についてテナント計画（商業床）について

①不況下、駐車料金を払ってまで来たいという①不況下、駐車料金を払ってまで来たいという魅力あるテナント魅力あるテナントがあるのか。があるのか。
②②一流、二流の企業一流、二流の企業は、地方都市には出店しない。（メイワン社長談）は、地方都市には出店しない。（メイワン社長談）

③③物販・飲食の経営継続は厳しい。物販・飲食の経営継続は厳しい。これらは競合が激しいため、出入りが激これらは競合が激しいため、出入りが激
しく、テナント収入が安定しない恐れがある。しく、テナント収入が安定しない恐れがある。
（磐田市では、サービス産業誘致に転換）（磐田市では、サービス産業誘致に転換）

④事業着手前に④事業着手前にテナント契約がテナント契約が100100％％できるか。着手後では、足元をみられできるか。着手後では、足元をみられ
交渉が難航する懸念がある。交渉が難航する懸念がある。

⑤フロア全体の機能・回遊導線をどうするか、⑤フロア全体の機能・回遊導線をどうするか、セールスポイントが明確セールスポイントが明確にに
なっているか。なっているか。来店目的の多様化来店目的の多様化が図られているか。が図られているか。

⑥⑥テナントの入れ替え、時代変化に対応テナントの入れ替え、時代変化に対応できる造りか。できる造りか。

⑦個店面積の適正化により、⑦個店面積の適正化により、坪当たりの収益性坪当たりの収益性が高くなっているか。が高くなっているか。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

◆参考資料「商業床計画」◆参考資料「商業床計画」 ※※掛川市の内容は、商業企画ＷＧでの検討内容掛川市の内容は、商業企画ＷＧでの検討内容

掛川市掛川市 磐田市磐田市 沼津市沼津市

地場産品・食を中心と地場産品・食を中心と 1F1F 店舗店舗 B1FB1F 食品スーパーマーケット食品スーパーマーケット

した生活文化の情報発した生活文化の情報発 2F2F 医療施設医療施設 1F1F ファッション、カフェ、呉服ファッション、カフェ、呉服
発信と交流広場発信と交流広場 3F3F 公益的施設公益的施設 2F2F カジュアル、雑貨、携帯電話カジュアル、雑貨、携帯電話

4F4F 教育関係施設教育関係施設 3F3F カルチャーセンター、飲食店カルチャーセンター、飲食店

１０



(5)(5)建築設計について建築設計について
①改修工事に①改修工事に多額の費用を要しないように工夫多額の費用を要しないように工夫されているか。駐車されているか。駐車

場を含めて、女性、高齢者に使い易い設計となっているか。場を含めて、女性、高齢者に使い易い設計となっているか。
②外から人の集まりや動きが見れて、照明の光が外に溢れるなど、②外から人の集まりや動きが見れて、照明の光が外に溢れるなど、

賑わいが演出できるような工夫賑わいが演出できるような工夫がされているか。がされているか。

(6)(6)公益施設（公共床）について公益施設（公共床）について
①行政機能を新たに設けるのは、①行政機能を新たに設けるのは、行革の趣旨行革の趣旨に反する。に反する。
②市民活動支援センターは本当に必要か。②市民活動支援センターは本当に必要か。補助金ありき補助金ありきではないか。ではないか。

③各公益施設の③各公益施設の必要性、機能を再検討必要性、機能を再検討する必要がある。する必要がある。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

◆参考資料「公共床計画」◆参考資料「公共床計画」 ※※掛川市の数値は、平成掛川市の数値は、平成2121年度末時点年度末時点

掛川市掛川市 1,0001,000㎡（約㎡（約303303坪）坪）

磐田市磐田市 1,2631,263㎡（約㎡（約382382坪）坪）
磐田市行政窓口、スポーツ交流プラザ、磐田市行政窓口、スポーツ交流プラザ、
市民ギャラリー、子育て支援総合センター市民ギャラリー、子育て支援総合センター

浜松市浜松市 静岡県西部地域交流プラザ、キッズ総合アミューズメント静岡県西部地域交流プラザ、キッズ総合アミューズメント

１１



6 検討の結論

地方都市において、再開発ビル経営が難しく成功事例が少ないのは、社会経地方都市において、再開発ビル経営が難しく成功事例が少ないのは、社会経
済情勢や市民ニーズに合わないこと、中心市街地という場所で店舗賃貸事業、済情勢や市民ニーズに合わないこと、中心市街地という場所で店舗賃貸事業、
駐車場運営事業のみに頼らざるを得ない経営上のリスクがあるため。駐車場運営事業のみに頼らざるを得ない経営上のリスクがあるため。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

市街地活性化の必要性は理解するが、この前途多難な再開発事業を、財政市街地活性化の必要性は理解するが、この前途多難な再開発事業を、財政
状況が厳しく、新病院建設事業を確実に成功させねばならないこの時期に、リ状況が厳しく、新病院建設事業を確実に成功させねばならないこの時期に、リ
スクを抱えてまで実施する必要があるのか？スクを抱えてまで実施する必要があるのか？

(1)(1)マクロ要因マクロ要因
①景気停滞、消費の冷え込み。①景気停滞、消費の冷え込み。
②郊外開発、大型店の進出による消費流出。②郊外開発、大型店の進出による消費流出。
③市民ニーズは郊外大型店。（無料で広い駐車場に止め、多様な買い物）③市民ニーズは郊外大型店。（無料で広い駐車場に止め、多様な買い物）

(2)(2)ミクロ要因ミクロ要因
①テナントの売上不振。出入りの激しさによる安定しない収入。①テナントの売上不振。出入りの激しさによる安定しない収入。
②駐車利用台数の少なさによる収入減。②駐車利用台数の少なさによる収入減。
③高額な駐車場のコスト。③高額な駐車場のコスト。

※※建設費（建設費（RCRC造造500500万円、万円、SS造造250250万円）＋減価償却費、運営コストなど万円）＋減価償却費、運営コストなど
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１１ 市街地活性化への投資について、優先順位が高いとする理由を市街地活性化への投資について、優先順位が高いとする理由を
明確にすること。（公共床設置の必要性を含む）明確にすること。（公共床設置の必要性を含む）

２２ 何をもって「安心・安全な計画」と判断するのか、基準を明確何をもって「安心・安全な計画」と判断するのか、基準を明確
にすることにすること

本事業については、事業計画・経営計画が策定された時点で、再本事業については、事業計画・経営計画が策定された時点で、再
検討を行うこととする。検討を行うこととする。

市は、下記の事項について検討し、審議会に示すこと。市は、下記の事項について検討し、審議会に示すこと。

３３ 課題として指摘した事項の対応策を示すこと。課題として指摘した事項の対応策を示すこと。

４４ 上記３を含めて、利益を生み出す事業スキームを構築した上で、上記３を含めて、利益を生み出す事業スキームを構築した上で、
事業計画及び経営計画を策定し、示すこと。事業計画及び経営計画を策定し、示すこと。

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp
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沼津市「イーラ沼津市「イーラdede」」
②②B1FB1F スーパーマーケットスーパーマーケット①ビル外観①ビル外観

③③1F1F 衣料品店衣料品店

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

１４



沼津市「イーラ沼津市「イーラdede」」

⑥フロアー案内⑥フロアー案内

⑤⑤2F2F 催事スペース催事スペース

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

④④1F1F 住民票等自動交付機、住民票等自動交付機、ATMATM

１５



沼津市「イーラ沼津市「イーラdede」」
⑦⑦3F3F 飲食店飲食店

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

⑧⑧3F3F 旅行代理店旅行代理店 ⑩⑩3F3F 会議室会議室

⑨⑨3F3F カルチャーセンターカルチャーセンター
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磐田市「天平のまち」磐田市「天平のまち」

②②1F1F 商業フロアー商業フロアー

①ビルエントランス①ビルエントランス

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

③③2F2F 診療所診療所

④④3F3F 駐車場駐車場
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磐田市「天平のまち」磐田市「天平のまち」
⑤⑤3F3F フロアー案内フロアー案内

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

⑦⑦3F3F 子育て支援総合センター子育て支援総合センター

⑥⑥3F3F 公益的施設フロア公益的施設フロア ⑧⑧3F3F 市民ギャラリー市民ギャラリー
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磐田市「天平のまち」磐田市「天平のまち」
⑨⑨4F4F 事務所事務所

⑪⑪4F4F事務所から「ジュビロード」を望む事務所から「ジュビロード」を望む

⑩⑩4F4F 教育施設フロア教育施設フロア

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp
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磐田市「天平のまち」磐田市「天平のまち」
⑫天平のまちとリベーラ磐田⑫天平のまちとリベーラ磐田

⑮⑮JRJR磐田駅前（北口）磐田駅前（北口）

⑭ジュビロードを望む⑭ジュビロードを望む

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

⑬天平のまち西側歩道⑬天平のまち西側歩道

２０



浜松市「ザザシティ」浜松市「ザザシティ」
①中央館・西館ビルエントランス①中央館・西館ビルエントランス ②中央館②中央館1F1F ロビーロビー

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp
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浜松市「ザザシティ」浜松市「ザザシティ」
③中央館③中央館4F4F 空きスペース空きスペース ⑤中央館⑤中央館5F5F 西部地域交流プラザ（定休日）西部地域交流プラザ（定休日）

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

④中央館④中央館5F5F ミーティングルームミーティングルーム ⑥中央館⑥中央館5F5F こども館・託児所こども館・託児所
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浜松市「ザザシティ」浜松市「ザザシティ」
⑦西館⑦西館1F1F エントランス付近エントランス付近

掛川市行財政改革審議会掛川市行財政改革審議会
gyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jpgyoukakushin@city.kakegawa.shizuoka.jp

⑧西館⑧西館2F2F 空きスペース空きスペース

⑨中央館東側通り⑨中央館東側通り

⑩中央館南側通り⑩中央館南側通り

２３
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平成２２年１２月１６日

行財政改革審議会分科会Ｂ

（松本、伊藤、西村委員）

「支所・公共施設」に関する検討結論について（提言書）

１ 検討の方針

市の行財政改革方針では 「経常収支比率を１０年後には８３％以下に抑える」とい、

う行革目標が掲げられている。

この達成のためには、予算額の約１５％を占める人件費や固定化が見受けられる施設

管理経費の削減が重要な役割を果たすと考えられる。

従って、支所・公共施設とも「旧１市２町の機能をそのまま引き継ぎ、合併のメリッ

トが活かされていない」という共通の課題に対し、単なる人減らし、数減らしでない抜

本的な見直しを行うことを基本方針として、見直しの方向性について検討を行い、結論

をまとめることとした。

２ 共通的な課題

これまで行政は、右肩上がりの経済成長を背景に、社会経済・市民のニーズに対応し

て、保健、福祉、医療、建設、教育など、様々な行政サービスを展開してきた。

しかし、昨今の低迷する経済情勢や、先行き不透明な地方財政制度の中で、これらの

行政サービスの維持が難しくなってきていることに加え、対応すべき新たな行政需要が

次々と発生してきている。

このことから、行政運営のあり方を根本的に変える必要があると考えられ、行財政改

革の対象は、如何に肥大化した行政の守備範囲を縮小させるかであるといえる。

明確な施政方針と優先順位付けに基づき、どのようなサービスを切り出し、それを行

政に代わって支える主体をどのように構築していくかが、今、まさに求められているの

である。

この観点に立ったとき、担当課ヒアリング及び現場踏査などの結果から、支所、公共

施設ともに、これまで現状の見直しなきまま、サービスをプラスオンし続けてきた現状

を指摘しつつ、それを是正する見直し方針を検討する必要があると判断された。

また、見直し方針を検討するに当たっては、環境の整備が重要である。つまり、南部

、 、から北部へ 或いは北部から南部への移動時間を縮小することで住民の利便性を確保し

見直しの影響を少なくすること、合併に対する市民感情に配慮することが必要というこ

とである。

特に南北道路建設や公共バス運行事業は新市建設計画に位置づけられた事業であり、

住民の期待は大きいことから、見直しを進める一方で、これらの積極的な推進が必要不

可欠であると確認された。
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３ 支所について

( )全般的事項1

支所の組織機構については、職員削減の一環として１７年度以降積極的に行わ

れてきた。１７年度には２支所１０室１３係７３人の機構・定数が、２２年度に

は２支所６係３９人と、削減数は３４人、市全体の削減総数９６人の３５％を占

めている。

しかし、これは、職員削減が先行して実施されてきた感が否めず、本来支所が

有する機能は何か、果たすべき役割は何かについて検討され、その結果の組織機

構と定員配置とは考えにくい。

また、市では、今後の市民生活に必要不可欠な「地域医療支援」について、医

療、保健、福祉、介護に関する在宅支援の複合型サービスを「ふくしあ」という

形態で支所に付加する考えでいる。

さらに、２３年１月からは、住民票等のコンビニ交付サービスを実施する予定

である。

これらの新規サービスを実施する当たり、現状の見直し無きまま単純にプラス

オンするのでは、本来の行革の目的である「行政の肥大化を是正する」ことに反

することになる。

従って、合併後５年を経過した今、また、重要な新規サービスが実施される今

を見直しの契機として捉え、支所で完結しない業務（本庁への取次ぎのみ）の存

在意義を検証しつつ、支所が果たすべき機能を明確にする必要がある。

また、市民主体のまちづくりの中核となる組織体として支所を捉えるとすれば、

生涯学習まちづくり三層構造体制に捉われない新しい方向性が見える可能性もあ

ることから、シンクタンク機能やコンサルティング機能の付加についても検討す

る必要がある。

( )現状における課題2

①支所完結型の業務が少なく、地域振興係、農産建設係など組織は存在しても

ミッションが与えられていない （予算執行権限、意思決定権限が弱い ）。 。

②取次ぎ所、相談所のみの中途半端な状態は、市民サービスも低下。

（結局、本庁対応では、市民にとっては二度手間。その割りには職員数多大 ）。

③政策的位置づけのある業務があってこそ、支所設置の意味がある。

（ただし、本庁と重複業務は効率的ではない。本庁か支所かどちらか ）。

④市民窓口係の存在は必須であるが、本庁との取り扱い件数の圧倒的差による

職員能力の差が見られる。また、外国人市民対応の支援が弱い。

( )見直しの方向性（検討の結論）3

①基本的事項

・最終的な、支所機能を明確にすること。

（基本的には、市民窓口係と「ふくしあ」のみとなると考えられる ）。

・地域振興係の位置づけを再考すること。

（管内まちづくりのシンクタンク、コンサルタントとしての機能を検討 ）。

・支所機能再編時には、みらいふ出張所を撤退すること。

（大東・大須賀区域に一箇所で、掛川区域に２箇所は不公平。また、コンビ
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ニ交付実施にあわせて行政機能縮小 ）。

・予算執行権限、意思決定権限を再考すること。

②ふくしあの機能の効果的な発揮

・市民窓口係の業務とのすりあわせを適切に行うこと。

・意思決定権者を適切に設定すること （安易に支所長としないこと）。

③地域振興係の機能強化

・自ら管内まちづくりを担う位置づけを検討すること。

・地域振興係の機能を強化した場合には、

⇒支所の組織は地域振興係のみ（自治・まちづくり、市民活動の仕掛け、

全ての行政相談及び本庁パイプ役）

⇒市民窓口係は、本庁市民課、税務課傘下。

⇒ふくしあは、本庁地域医療推進課傘下 （大東、大須賀所長配置）。

が考えられるので検討すること。

④農産建設関係の本庁集約

・１市である以上、本庁に集約すること。

・継続するなら、本庁機能を縮小して支所を強化すること。

・農協との連携を考慮して、段階的に集約する方策を検討すること。

（第一段階は大東支所に集約、第二段階として本庁集約 ）。

ただし、大東支所に集約する場合は、上記同様、本庁機能を縮小して支所を

強化すること （本庁農林課傘下の組織）。

⑤業務量に見合う組織機構及び定員配置

・ミッションがあって組織が作られ人が配置される。市民窓口係以外は、

本庁下請け業務で支所主体の業務は少ないにも関わらず、配置人員が多い。

従って、業務配分、組織機構を適切に見直すとともに、業務量に見合う定員

配置とすること。
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４ 社会体育施設について

( )全般的事項1

市民にとっては 「より質の高い公共施設が、より多く存在する」ことが最も、

良いことである。

しかし、公共施設を建設し、管理運営していくための費用は、別の誰かが負担

してくれるわけではない。今の市民、そして将来は今の子どもたちの税金である。

国、地方とも財政難にあえいでいる。本市も例外ではない。さらに今後、高齢

化により、今まで税収の中核を担ってきた市民層からの税収が減収する。

また、今存在する社会体育施設は昭和６３年以前に整備されたものが多く、老

朽化が進行しており、今後、改修、更新等に大きな投資を必要とするものも少な

くない。

こうした現状から 「より質の高い公共施設を、より多く」どころか 「最低限、 、

必要な公共施設すら維持できない」状況も考えられる。

まず、この危機意識を再認識した上で、必要な公共施設を確保していくために、

旧１市２町の枠組みに捉われず、旧市町のエリアを超えた施設利用の観点と、そ

れぞれの施設が有している同一機能を極力排除しながら施設規模を圧縮すること

で、施設配置のあり方を見直す必要がある。

また、公共施設の赤字決算について、市の許容範囲を明確にする必要がある。

公共目的だからといって赤字を垂れ流す経営は、一部の既得権者を除き、税負担

の公平性からも広く市民の理解を得られないと考えられる。厳しい経済情勢の中、

健全な財政運営を確保するとなればなおさらである。

従って、経営の観点から、政策上どこまでの収支差額（赤字）を許容範囲とす

るのか、市の方針を明確にした上で、積極的な経営改善を行いながら、施設の管

理運営に努めるべきである。

このことから、公共施設の見直しに当たっては、市と市民の負担割合に関する

市の方針を決定し、その上で施設評価に基づいて個々の施設の存廃も含め大胆に

見直しを行う必要がある。

( )今回の見直しの対象は「社会体育施設」2

、 。①２１年度の指定管理料決算額は３億４千万円で 全体の３５％を占めていること

②利用者一人当たりの赤字額が５１５円と、他種の施設と比較して大きいこと。

③利用者一人当たりの経費が最高で８，１１２円と、他と比較して大きいこと。

④施設数が１４施設と多く、なおかつ老朽化が顕著なこと。

（昭和６３年度以前に整備された割合は６４％）

⑤同様な機能を持つ施設が、市内に点在しており、合併のメリットが活かされてい

ないこと。

( )現状における課題3

①施設ごとの今後の財政需要額（２３～３２年度の１０年間）

・通常経費は約３３億円。利用料収入は７億円。収支差額累計は２６億円。

・改修等の必要経費は、約１８億円。

・大東体育館の新設（２３～２４年度）に併せた施設配置の検討の未実施。
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②収支赤字（市負担と利用者負担の割合）

・収支赤字の状況は、施設間或いは類似の施設と比較して均衡が取れていない。

例：東遠カルチャーパーク総合体育館 市負担率７８．２％

大須賀運動場 市負担率９３．４％

大東体育館 市負担率８７．４％

大東北運動場 市負担率７０．９％

・毎年度、赤字決算が続いており、顕著な改善が見受けられない。

③稼動率、利用者構成

・少子高齢化、利用者層の上昇。

・稼働率の大きな差。

例：体育館 平日昼間８～９６％ 休日昼間４５～９７％

・地域や利用者が限定。

・近年のスポーツニーズは、ウォーキングや軽体操 （施設必要無し）。

・稼働率の考え方の適正性。

④重複する機能

・体育館４箇所（掛川区域２、大東区域１、大須賀区域１）

・野球場・多目的広場６箇所（掛川区域３、大東区域２、大須賀区域１）

・テニスコート５箇所１７面

（掛川区域２箇所７面、大東区域２箇所８面、大須賀区域１箇所２面）

・プール４箇所（掛川区域２箇所、大東区域１箇所、大須賀区域１箇所）

⑤利用者の負担割合

・利用者負担率 ０．２～３０．４％

・類似施設と比較して負担に差がある。

例：下垂木多目的広場１６．０％、いこいの広場多目的広場１７．８％

安養寺運動公園７．０％、大東総合運動場多目的広場６．１％

( )見直しの方向性（検討の結論）4

①基本的事項

・旧市町施設をそのまま引き継いだ状況を見直しすること。

（※狭い地域での類似施設の重複を無くして効率化を図ること ）。

・施設評価基準を提案するので、よく検証した上で、市施設評価基準として確

立すること。そして、施設に関する市の管理運営及び収支差額（赤字）の許

容範囲に関する方針決定を行い、その方針に基づいて施設評価結果の検討を

行い、施設の存廃などを明確にすること。

・施設ごとの位置づけは、概ね次のとおりとすること。

◆広域的施設 比較的大きな大会などが開催される施設 ⇒ 市域に一つ

◆地域拠点施設 南北に長い市域特性を考慮し、市域に一つ或いは二つの配置

◆スポーツ種目別（機能別）による施設の統廃合を実施
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②機能分担による施設規模の縮小

、 。・大東体育館の新設にあわせ 施設ごとの位置づけ及び機能分担を検討すること

（※新たなサービスを現状の見直しなきままプラスオンしないこと）

③稼働率の改善

・特に平日昼間の改善策を立案・実行すること。

（主婦層の利用促進や高齢者向け健康増進プログラム開発）

・改善の見通しが立たないなら、開館日・時間の縮小、他機能へ転用、一部廃

止を実施すること。

・小中学校施設などの補完機能の活用を促すこと。

・地域や利用者が限定されており、地域の要望が強い施設については、一般企

業を含め、地域への移管（譲渡）や売却を検討すること。

④赤字状況に対する許容範囲について

・市民の健康増進、医療費の抑制など、スポーツ実践人口の増加がもたらす効

果は理解されるが、収支差額（赤字）の許容範囲について、その考え方を明

確にすること。

⑤施設評価の実施

・行革審が提案する施設評価基準をよく検証した上で市施設評価基準として確

立し、個々の施設を評価すること。

・施設に関する市の管理運営及び収支差額（赤字）の許容範囲に関する方針に

照らし、評価結果について検討を行い、施設の存廃などを明確にすること。

⑥指定管理者の指導監督

・指定管理者の業務報告に関する評価に関して検討・工夫を行うこと。

・すべての施設を同一指定管理者が請け負うのは、一括発注と同様の効果が得

られるが、施設間競争の阻害や経理処理のあいまいさにつながり易いので検

討すること。

・保守点検経費については、その必要性について見直し、生命に関わるものな

ど必要最低限とすること。

・公・民を問わず、県内における類似施設の状況、料金及びサービスの形態な

どを調査し、指定管理料、利用料金の見直しに反映させること。

・指定の選考は必ず公募とし、公正な競争を阻害するような条件設定はしない

こと。

・完全な独立採算制度とはいかないまでも、利用料金制度の導入など、指定管

理者のインセンティブを高める工夫を行うこと。



支所機能のイメージ図

支所長 地域振興係

市民課窓口係（市民課付け職員派遣）

自治会、まちづくり、市民活動の仕掛け、自治確

立に向けた戦略の企画立案、実施のほか、全て

の行政相談及び本庁のパイプ役。

戸籍、外国人登録などの各種届出、住民票、印

鑑証明などの発行など。

大東・大須賀両支所の機能

※管内まちづくりのシンクタンクなどの機能を発揮

１ 将来像

◆見直しの方針

①機能低下ではなく、市民に身近な窓口業務に加え、保健・福祉・医療など

今後、さらに重要度が高まるサービスを選択、積極的に配置。

②本庁付け職員配置により、意思決定、予算執行権限、企画調整能力を

強化し、支所完結型の業務執行を実現。

③「新しい公共・住民自治」の確立に必要なまちづくり機能を強化、再配置。

連携

連携

（税務課付け職員派遣） 税務課窓口係

（地域医療推進課付け

職員派遣）
南部ふくしあ

諸税の証明書の交付、申告相談・指導、固定資

産税課税台帳の閲覧、減免申請の受理など。

福祉・高齢者関連の申請受付、地域包括支援

センター機能、社協サービス申請受付、訪問看

護ステーション機能など。

（農林課付け職員派遣）

２ 第一段階の見直し

農林課農業振興係
農業者年金、農地法の届出・申請受理、米穀生

産調整、管内の県営事業・市単独事業の実施、

農業団体の育成強化、振興策企画立案実施など。

上記１の機能に加え、大東支所に農業施策実施機能を置く。（大東・大須賀支所の農産係を統合）

※最終的には、直営でなく指定管理者への移行を検討

連携

連携



◆ 指定管理者制度導入施設（社会体育施設）
海洋ｾﾝﾀ 掛ー川海洋 大東海洋 大須賀 掛川総合 下垂木 大須賀 大須賀 いこいの 安養寺 大東 大東総合大東ﾋﾞｰﾁ 大東北 21年度

【現状実態】 体育館 ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ 海洋ＣＰ 体育館 多目的 体育館 運動場 広場 公園 体育館 運動場 ｽﾎﾟｰﾂ 運動場 実績
人件費 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
委託料 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
その他 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
合計 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
利用料収入（Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
収支 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
利用者数 （Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
一人当決算（Ｈ21年度実績）

対比 （Ｈ21年度のＨ19年度対比）
通常経費 担当課改善ﾌﾟﾗﾝ値
改修経費 今後の概算額
稼働率 平日夜間
（体育館） 休日午後

稼働率 平日（午後/夜間）
（野球場） 休日（午後/夜間）

稼働率 平日（午後/夜間）
（多目的） 休日（午後/夜間）

稼働率 平日夜間
（テニス） 休日午後

1日平均 プール
利用者数 艇庫

【現状評価基準】
存在意義・ 誰に何を提供するものか。ハードとソフトは

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

存在意義・ 誰に何を提供するものか。ハードとソフトは
価値 それを担うものとなっているか
施設の 立地と機能が近隣施設と重複する施設
有効性 ではないか
将来の 老朽化が進み、収支に見合わない将来の
設備負担 設備投資を必要としないか
ﾆｰｽﾞとの 市民にとって重要か、時代の変化で役割
関連性 が薄れていないか
財政赤字 大きな財政負担を伴うことを市民が納得
の納得性 するか（決算額から評価）
類似施設 民間に、あるいは他の公共施設に（学校他）
の有無 類似するサービスはないか
公共ｻｰﾋﾞｽ 全庁的にみて統合できるサービスはないか
での必要性（役割・機能・決算等総合的にみて）
運営形態の指定管理者制度の運営が最適な運営形態
納得性 か。他に移管や移行できないか
運営者の 管理者の役割期待と役割行動は適切か。
的節度 また全体としての受益者負担は適正か
収支改善 受益者負担の考えと合わせ、コスト削減
の必要性 努力の余地はないか

【選定基準】
1 公共・公平 市民の平等利用の確保はできているか

性
2 計画実行性事業計画書の内容が施設の効用を最大限

発揮しているか
3 コスト削減 同時に管理経費の縮減が図られているか

への取組み
4 運営能力 事業計画書に沿った管理を安定して行う

物的・人的能力を有しているか
ア 運営の 安全で安定した管理運営が出来ているか

潤滑性
イ 公共目的の公共性・公平性・公正性の担保とサービス

発揮 向上が図られているか
ウ 事業計画の効率的運営及び経費の縮減、達成目標の

内容 設定と実施計画の策定はどうか
エ 危機管理 個人情報管理及び危機管理はできているか

等

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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2010 年 12 月 15 日

掛川市行財政改革審議会

分科会Ｃ（田中、石野、寺嶋）

分科会Ｃにおける検討結論

（補助金・委託料の見直し）

１．検討の経緯

本分科会では、補助金と委託料を対象として見直しに関する検討を行った。

見直しにあたっては、「市が主体的に行財政改革を進めるべき」というのが本審議会の基本方針

であること、さらには、補助金と委託料が多数（補助金は 230 本、委託料は 785 本）であること

から、本分科会で補助金・委託料を個別に見直すのではなく、これらを見直すための包括的な方

針や基準の案を本分科会が検討することとした。本分科会が示した方針・基準を参考にして、市

が主体的に補助金・委託料の見直しを行うことを期待している（注）。

本分科会における検討は、下表の日程で行われた。補助金については、昨年度に本審議会で既

に一度検討を行っていることから、今回は新たに個別の補助金に関する担当課ヒアリングを行わ

なかった。一方、委託料については６本を対象としてヒアリングを行った。

注：掛川市は、補助金については、平成 23 年度に見直し方針を策定することとしている。また委託料

については、明示的な見直し工程は示されていないものの、今年度内に予定されている事務事業

の委託化・廃止の検討において、必然的に検討対象となるものと考えられる。

分科会Ｃにおける補助金・委託料の検討経緯

回 日付 協議・ヒアリング内容

第１回 9 月 29 日 ･分科会における検討の進め方

第２回 10 月 15 日 ･補助金・委託料の類型化と検討の観点

･ヒアリング対象の決定（委託料）

第３回 10 月 26 日 ･委託料についての担当課ヒアリング

No.104 生涯学習振興公社文化事業開催委託料

No.342 道の駅施設管理業務委託料

No.742 市民生涯スポーツ・競技力向上推進委託料

第４回 11 月 9 日 ･委託料についての担当課ヒアリング

No.96 市民大学開催委託料

No.177 児童館管理運営委託料

No.480 ２２世紀の丘公園管理運営委託料

第５回 11 月 19 日 ･補助金・委託料の見直し方針
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２．検討にあたっての基本認識

（１）補助金と委託料の性質

○ 補助金と委託料は、共に行政外部の主体に対する支出であるという点は共通しているが、そ

の支出の政策的意義は異なる。

区 分 補助金 委託料

特 徴

･市が政策的配慮により外部の主体の運営

や活動を支援するために支出するもの

･民間の主体の行動を政策的に誘導するた

めに用いられる場合もあり

市が実施の責任を持つ業務・活動の一部を

外部の主体に委任する際に発生する費用

支出の意味

外部の主体の運営や活動の一部として利

用される（支給先には他の財源が存在する

ことが想定される）

･基本的にはサービスの対価

（明確な仕様・基準が存在）

･変動費用であり、市のコントロールの余

地が大きい

主な観点

･政策的関与は妥当か？

･補助金の額（補助率）や支給条件は妥当

か？

･外部に委託することが妥当か？

･費用に見合ったサービス（便益）が提供

されているか？

･委託先の選定方法や委託条件は適切か？

○ 補助金・委託料ともに、その「必要性」を客観的に判断することは困難（判断のためには価

値観が介入せざるを得ない）。

→ できるだけ客観的な方針や支出等の基準を示すことが必要

（２）補助金・委託料の削減額の目安

○ 市が策定した「掛川市行財政運営方針及び行財政改革方針」（平成 22 年８月）を踏まえると、

補助金・委託料ともに今後 10 年間で１割近くの削減が必要。

（理由）

- 補助金については、毎年１％ずつ、10 年間で 8.7％の削減を明記している。

- 委託料の削減目標額は明示されていないが、市の長期財政見通しにおいて、物件費につ

いて補助金と同程度の削減率を想定していることを踏まえると、委託料についても補助

金と同程度以上の削減が必要と思われる。（しかも、委託料は市の業務に関わる変動費で

あり、補助金よりも自主的な見直しの余地が大きいはずである）

- ただし、毎年１％程度ずつという削減幅は決して大きいものではなく、これを 10 年間

かけて実施するという市の姿勢には、改革に対する強い熱意を感じることができない。

今後５年程度の期間中に、予定している削減幅を前倒しで達成すべきであると考える。

- なお、職員数の削減等に伴い、事務事業の一部が委託化される可能性があるため、新規

の委託料が発生する可能性がある点には留意が必要。
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３．検討結果

３－１ 補助金

（１）補助金の問題点

・監査や評価が十分行われず、支出の有効性、正当性、公益性などの説明責任も果たさず、数十

年間の長期にわたり継続されている補助金が少なくない。

・特定の団体や組合に対する補助金には、支給の根拠が曖昧なものがある。政策的意義が不明確

なまま特定の団体・組合に補助金を支給することは、公平性の観点から問題がある。

・自治会、町内会はあたかも市の下部機構のように利用されており、その手間賃として補助金が

支給されている面がある。それは、一方では行政の責任放棄と言えなくはないし、また他方で

は、自治会、町内会の主体性を損なっており、その結果として、住民の自治をかえって弱体化

させているのではないか。

・補助金についての情報（団体名、金額、事業、採択理由、効果など）がほとんど公開されてい

ない。

（２）補助金の見直し方針（提案）

① 市は、現在の補助金を平成 27 年度までに総額ベースで少なくとも 8.7％削減するための具体

的な方策を検討し、その計画を平成 23年度中に提示すること。

② そのために全補助金を対象として、補助金の必要性、公平性・公益性、制度設計・運用の妥

当性等を厳格な基準で精査すること。（昨年度の審議会や市の見直し方法を一層厳格化）

③ ただし、目標の削減額（8.7％）を達成するために、全補助金を一律の割合で削減する方策は、

本審議会の理念に反するため、受け入れがたい。

④ 補助金の支給目的別に以下の方針で見直しを検討すること。

補助金の支給目的と見直し方針の関係

区分 分 類 見直しの方針

支

給

目

的

社会的弱者の支援
補助金以外の手段を含めて、社会的弱者にとってより有効な方

策がないかを検討すること

政策誘導
終期（終期は平成 27 年度までのいずれかの時期）を設定し、

終期に合わせて政策効果を検証するスキームの導入すること

行政の代替・事務委託
委託化等の代替手段を検討するほか、そもそも金銭的な支援を

行わなくするなど、制度の根本的見直しを行うこと

産業振興・事業奨励
終期（終期は平成 27 年度までのいずれかの時期）を設定し、

終期に合わせて政策効果を検証するスキームの導入すること

財政援助
原則として、平成 27 年度までの期間中に段階的な削減を行う

こと

⑤ 新規の補助金を導入する際に適用されるべき条件（終期の設定など）を検討・導入すること。
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３－２ 委託料

（１）委託料の問題点

・厳格なチェックを受けず、毎年、漫然と継続されているものがある。

・委託料が交付金、補助金、委託費、外注費等の名目で支給対象者から第三者に対して再支出さ

れている場合があり、その実態が見えにくくなっている。

・施設の利用度が高くないにもかかわらず、施設を維持管理する必要性から、委託料が支出され

続けていると見られるものがある。

・受益者が市民の一部であり、しかも利用率や集客率が良いとは言えない一部の事業運営系の委

託料については、その必要性が疑われるものがある。

（２）委託料の見直し方針

① 市は、現在の委託料について、平成 27 年度までに総額ベースで補助金の削減率（8.7％）を

超える削減率（概ね 10％程度）を実現するための具体的な方策を検討し、その計画を平成 23

年度中に提示すること。

② そのために全委託料を対象として、必要性、公平性・公益性、金額・委託内容等の妥当性等

を厳格な基準で精査すること。（昨年度の審議会や市の見直し方法を一層厳格化）

③ ただし、目標の削減額（10％程度）を達成するために、全委託料を一律の割合で削減する方

策は、本審議会の理念に反するため、受け入れがたい。

④ 委託料の業務内容別に以下の方針で見直しを検討すること。特に「ａ．施設管理」に関わる

委託料については、施設の廃止や売却等も視野に入れて、施設自体の必要性を根本的に見直

すことを求めたい。

委託料の業務内容によると見直し方針の関係

業務内容 例 見直しの方針

a. 施設管理

施設全体、個別施設ごと、

指定管理者、等

施設自体の必要性を根本的に検証すること

（市が予定している「公共施設の維持管理

費の見直し」の際に、施設の廃止や民営化

を含めた徹底的な検証が必要）

b. 保守経費
システム・設備の保守点検、

等

類似の業務内容のものについては、統合・

削減を検討すること

c. 工事設計
測地、工事設計、等 委託先の選定方法、委託条件、業務の管理・

監督方法等の妥当性を検証すること

d. 専門的業務
研修、土地鑑定、調査、登

記、ごみ収集、等

委託先の選定方法、委託条件、業務の管理・

監督方法等の妥当性を検証すること

e. 事業運営等

市民大学、講座、協働事業、

相談業務、健康診査・予防

接種、等

必要性や受益者負担の観点から特に厳格な

見直しを行うこと（政策的意義が明確でな

い事業は原則として廃止・縮小する）
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f. その他
データ入力、ポスター掲示、

撤去、広報発送、清掃、等

業務委託の統合化・集約化を検討すること

⑤ 直営業務を外部委託に切り替える際にしたがうべき条件を検討・導入すること。

３－３ その他

① 補助金、委託料を受けている団体・機関の活動状況については、できる限り情報を公表すべ

きである。（評価書や報告書が作成されている場合には、それらを原則として公表すること）

② 補助金、委託料を定期的（毎年または数年ごと）に見直す仕組みを制度化する必要がある。

③ 補助金、委託料の状況をチェックするために常設の外部監査機関を設置することを提言する。

この監視機関は弁護士や公認会計士など専門家を中心として構成されるものとする。

→ この案の変形として、補助金・委託料のチェックに留まらず、市の行財政に関わる広

範なチェック機能を担う監視機関を設置する案もありうる。この監視機関には、弁護

士・公認会計士等の専門家の他に一般市民や有識者が参加することが想定される。ま

た、行財政改革審議会の後継機関としてこのような監視機関を位置づけることも可能

である。（この提案については、今後の継続審議事項としてはどうか）

④ 補助金、委託料に限らず「使い切り予算」は予算の効率的な配分・利用を妨げる要因である

ことから、これを是正する方策の検討・導入を提言する。
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４．補足（ヒアリング対象の委託料について）

本分科会においては、委託料の見直し方針を検討する際の参考とすべく、６本の委託料を対象

として担当課ヒアリングを行った。今回は、これらの委託料の見直しを行うことを目的としてヒ

アリングを行ったわけではないので、あくまで参考として、当該委託料について本分科会で問題

点として認識した点やその改善の方向性について示す。

４－１ 掛川市生涯学習振興公社開催文化事業費（No.104）（生涯まちづくり課）

公社の実施する文化事業の意義を否定するものではなく、また収支率のみで事業の是非を問う

べきではないが、市民ニーズに合った公演等が実施されているのかは疑問である（そのことを検

証する手段がない）。公社が実施している事業評価結果を公表して欲しい。

また施設の管理運営の所管が社会教育課であるのに対し、本事業の所管は生涯学習まちづくり

課となっているが、そのような所管体制が施設や事業の効率的な実施にとって適切であるかは疑

問の余地がある。

４－２ 道の駅施設管理業務委託料（No.342）（農林課）

掛川市の農業の活性化に貢献してきた点は評価できる。しかし、当初の目的である地元農産物

の販売所設立の役割は終えているのではないか。

また、第三セクターである㈱道の駅掛川の経営が順調であることを踏まえると、この企業に土

地建物を貸し付けて、一方で管理業務委託料を支払うことの妥当性が強く疑われる。本管理委託

業務のあり方を根本的に見直す必要があるのではないか。

４－３ 市民生涯スポーツ・競技力向上推進事業委託料（No.742）（社会教育課）

委託先団体である掛川市体育協会が、各競技団体や加盟団体に交付金・補助金等を支給してお

り、資金の流れが外部から見えにくくなっている。資金が公平・効率的に利用されているのかが

不明である。

一方、本委託料を使って体育協会自身が実施している事業は年に数回の大会やスポーツ教室で

あり、そのための費用としてはやや過大ではないか。

４－４ 市民大学開催委託料（No.96）（生涯学習まちづくり課）

まちづくりのリーダーやコーディネーターを育てることを目的としているが、そのような目的

に合致した講座の内容や運用には見えない。最近では募集定員も満たしておらず、市民にとって

も魅力的な取り組みとなっていないのではないか。本事業は一定の役割を終えたと考え、そのあ

り方を根本的に見直す時期に来ていると考えられる。

４－５ 児童館管理運営委託事業（No.177）（福祉課）

２施設（大東児童館と大須賀児童館）の管理運営のための委託事業であるが、ほぼ同様の規模

（利用者数、職員数）にもかかわらず、両館の委託料に５百万円程度の差があるのは疑問である。
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児童館の必要性に疑問の余地はないが、需要の動向を見極めた上で、民設の施設も活用しなが

ら、総合的に需要に応えていく体制を求めたい。

４－６ ２２世紀の丘公園管理運営委託業務（No.480）（都市整備課）

そもそも膨大な建設費をかけて本施設を設置した必要性が疑われる。

委託料としては、施設使用料収入との差し引きで年間約６千万円の公金を必要とする事業であ

り、今後もこの事業を漫然と継続することについては、疑問を感じざるを得ない。「たまり～な」

の運営を廃止することを含め、本委託業務のあり方を根本的に見直す必要があるのではないか。

以上


